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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、退職給付債務等についてはシステム会社の専門性や他社での導入事例、カスタマイズ等のサポート体制を勘

案し、保守契約も締結のうえ、十分な信頼性があるとの判断でシステム会社が開発した計算ソフトウェアを採用し、自

社で計算しております。第67期（平成28年11月期）から会計監査人を交代したことに伴い、その監査手続の一環として

第66期（平成27年11月期）の退職給付債務等の計算について新会計監査人がその検証を行ったところ、当社の退職給付

債務の計算結果に誤りがあったことが確認されました。これは、退職給付に関する会計基準が改訂された際に当社が導

入した退職給付債務等の計算ソフトウェアにおいて、給付算定式基準の計算ロジックが適切ではなかったことが原因で

す。 

これを受け、計算ロジックを修正したソフトウェアで当社の退職給付債務の再計算を行い、その結果について年金数

理人の検証を受けました。再計算の結果によれば、計算誤りは退職給付に関する会計基準の改訂が適用された第66期

（平成27年11月期）第1四半期から生じており、同四半期の期首において退職給付債務が約16億円過小に計算されてお

りました。かかる計算誤りには金額的な重要性が認められるため、過去に提出いたしました四半期報告書に記載されて

いる四半期連結財務諸表を訂正することといたしました。 

 

これらの決算訂正により、当社が平成28年10月４日に提出いたしました第67期第３四半期（自 平成28年６月１日 

至 平成28年８月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の4

の7第4項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

 

２【訂正事項】
第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

第４ 経理の状況

２．監査証明について 

１ 四半期連結財務諸表 

(1）四半期連結貸借対照表 

 

３【訂正箇所】
 訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期 

第３四半期連結 
累計期間 

第67期 
第３四半期連結 

累計期間 
第66期 

会計期間 

自 平成26年 
  12月１日 
至 平成27年 
  ８月31日 

自 平成27年 
  12月１日 
至 平成28年 
  ８月31日 

自 平成26年 
  12月１日 
至 平成27年 
  11月30日 

売上高 （百万円） 33,959 33,324 42,251 

経常利益 （百万円） 2,800 2,533 2,956 

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （百万円） 1,742 1,766 1,900 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,053 912 2,567 

純資産額 （百万円） 17,015 18,178 17,528 

総資産額 （百万円） 42,257 40,698 44,204 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 63.21 64.07 68.93 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 40.3 44.7 39.7 

 

回次
第66期

第３四半期連結
会計期間

第67期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自 平成27年
  ６月１日
至 平成27年
  ８月31日

自 平成28年
  ６月１日
至 平成28年
  ８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.19 8.54

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社

の異動は概ね次のとおりであります。 

 

（1）農薬事業 

平成27年12月に家庭園芸用農薬の包装加工および販売事業を大幅に縮小しました。なお、これ

に伴う主要な関係会社の異動はありません。 

 

（2）ファインケミカル事業 

主な事業内容および主要な関係会社の異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の

有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が足踏みするなど一部に弱

さもありましたが、雇用や所得環境の改善が続くなか、個人消費が底堅い動きを見せるなど、引

き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 しかしながら、中国をはじめとする新興国・資源国経済の減速並びに英国のＥＵ離脱問題によ

る世界経済の下振れ懸念や、為替の円高傾向の定着などにより、景気の先行き不透明な状況が続

いております。 

 

 このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画の達成に向けた取組みを着実に進め、

営業活動においては、新製品の普及や新規受託品の受注活動を強化してまいりました。 

 当第３四半期の業績は、農薬事業の販売が堅調に推移しましたが、ファインケミカル事業にお

ける製品需要の低下の影響により、売上高が333億２千４百万円（前年同期比６億３千５百万円

の減少、同1.9％減）となりました。利益面では、営業利益は、生産コストの低減や事業の見直

しによる販売経費の削減などにより、28億３千４百万円（前年同期比２億６千８百万円の増加、

同10.4％増）となりました。一方、経常利益は、円高の進展に伴い為替差損が発生したことか

ら、25億３千３百万円（前年同期比２億６千７百万円の減少、同9.5％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は、17億６千６百万円（前年同期比２千３百万円の増加、同1.3％増）となり

ました。 

 

報告セグメント別の概況は以下のとおりです。 

 

〔農薬事業〕 

 農薬製品は、主に国内販売において新剤等の拡販による水稲用除草剤の売上増加により、増収

となりました。この結果、本セグメントの売上高は243億５千万円（前年同期比８億５千万円の

増加、同3.6％増）、営業利益は13億９千４百万円（前年同期比２億１千万円の増加、同17.8％

増）となりました。 

 

〔ファインケミカル事業〕 

 ファインケミカル製品の販売は、主要分野の樹脂添加剤や医農薬中間体などの受注が低調に推

移したことから、減収となりました。この結果、本セグメントの売上高は89億５千５百万円（前

年同期比14億７千７百万円の減少、同14.2％減）となりましたが、営業利益は生産コストの低減

等の効果により14億３千７百万円（前年同期比６千９百万円の増加、同5.0％増）となりまし

た。 
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（２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は406億９千８百万円となり、前連結会計年

度末比35億６百万円の減少となりました。これは、商品及び製品の減少が主な要因です。 

 負債の残高は225億２千万円となり、前連結会計年度末比41億５千６百万円の減少となりまし

た。これは、支払手形及び買掛金、未払費用の減少が主な要因です。 

 純資産の残高は181億７千８百万円となり、前連結会計年度末比６億４千９百万円の増加とな

りました。 

 

（３）事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に

重要な変更並びに新たに生じた課題はありません。 

 

（４）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、11億５千５百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 92,000,000

計 92,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年10月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 29,985,531 29,985,531
東京証券取引所

（市場第一部）

・権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

・単元株式数 1,000株

計 29,985,531 29,985,531 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年６月１日

～

平成28年８月31日

－ 29,985 － 3,214 － 2,608

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認で

きないため、記載することができないことから、直前の基準日である平成28年５月31日の株

主名簿により記載しております。 

①【発行済株式】

平成28年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式

2,426,000

－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他）
 普通株式

27,240,000
27,240 同上

単元未満株式
 普通株式

319,531
－ 同上

発行済株式総数 29,985,531 － －

総株主の議決権 － 27,240 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

平成28年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

北興化学工業株式会社

東京都中央区日本橋

本町一丁目５番４号
2,426,000 － 2,426,000 8.09

計 － 2,426,000 － 2,426,000 8.09
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２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりで

あります。 

 

 （１）退任役員 

役名 氏名 退任年月日

常勤監査役 石田 和男 平成28年６月30日

 

 （２）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役員

農薬事業グループ副担当

営業部長

取締役

執行役員

企画管理グループ担当

企画部長兼総務部長

佐野 健一 平成28年７月１日

 

 （３）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率 

   男性10名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％）

 

 なお、当社では執行役員制度を導入しておりますが、前事業年度の有価証券報告書提出日後、当

四半期累計期間における執行役員の異動は、次のとおりであります。 

 

 （１）新任執行役員 

職名 氏名 異動年月日

専務執行役員

企画部長兼総務部長
石田 和男 平成28年７月１日

執行役員

岡山工場長
西山 浩二 平成28年７月１日

 

 （２）退任執行役員 

職名 氏名 異動年月日

執行役員

新潟工場長
小柴 修平 平成28年６月30日

 

 （３）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

－

常務執行役員

ファインケミカル企画業

務部長兼北興産業㈱代表

取締役社長

－

常務執行役員

ファインケミカル開発営

業部長兼北興産業㈱代表

取締役社長

橋本 哲芳 平成28年７月１日

－

執行役員

ファインケミカル開発営

業部長

－
執行役員

岡山工場長 
内堀 幸隆 平成28年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年

６月１日から平成28年８月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成27年12月１日から平成

28年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。

 また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出

しておりますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。 

 

- 8 -

※訂正　



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成27年11月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年８月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,612 1,211 

受取手形及び売掛金 13,061 12,834 

商品及び製品 10,880 8,820 

仕掛品 290 308 

原材料及び貯蔵品 4,154 4,539 

繰延税金資産 585 390 

その他 456 214 

流動資産合計 31,037 28,315 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,141 3,745 

機械装置及び運搬具（純額） 2,474 2,300 

土地 1,004 998 

その他（純額） 327 865 

有形固定資産合計 7,945 7,908 

無形固定資産    

ソフトウエア 401 318 

その他 356 279 

無形固定資産合計 757 597 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,894 3,105 

繰延税金資産 334 541 

その他 252 244 

貸倒引当金 △15 △12 

投資その他の資産合計 4,465 3,878 

固定資産合計 13,167 12,383 

資産合計 44,204 40,698 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年11月30日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年８月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 7,304 5,120 

短期借入金 3,429 3,233 

1年内返済予定の長期借入金 2,127 1,471 

未払費用 3,728 2,725 

未払法人税等 774 255 

賞与引当金 － 234 

その他 2,669 2,284 

流動負債合計 20,031 15,321 

固定負債    

長期借入金 2,501 3,334 

退職給付に係る負債 3,986 3,765 

資産除去債務 49 3 

その他 109 97 

固定負債合計 6,644 7,199 

負債合計 26,675 22,520 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,214 3,214 

資本剰余金 2,608 2,608 

利益剰余金 10,604 12,108 

自己株式 △1,005 △1,006 

株主資本合計 15,421 16,924 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,994 1,506 

繰延ヘッジ損益 7 － 

為替換算調整勘定 424 △24 

退職給付に係る調整累計額 △317 △229 

その他の包括利益累計額合計 2,107 1,254 

純資産合計 17,528 18,178 

負債純資産合計 44,204 40,698 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年12月１日 

 至 平成27年８月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年８月31日) 

売上高 33,959 33,324 

売上原価 25,471 24,668 

売上総利益 8,488 8,656 

販売費及び一般管理費 5,921 5,822 

営業利益 2,566 2,834 

営業外収益    

受取利息及び配当金 100 64 

為替差益 76 － 

受取手数料 106 97 

その他 106 66 

営業外収益合計 389 227 

営業外費用    

支払利息 113 85 

為替差損 － 409 

その他 42 35 

営業外費用合計 155 528 

経常利益 2,800 2,533 

特別利益    

固定資産売却益 0 16 

投資有価証券売却益 0 18 

本社移転補償金 251 － 

特別利益合計 251 34 

特別損失    

固定資産除却損 15 32 

投資有価証券売却損 － 0 

減損損失 － 9 

事業整理損 135 － 

本社移転費用 23 － 

特別損失合計 172 41 

税金等調整前四半期純利益 2,879 2,526 

法人税等 1,137 760 

四半期純利益 1,742 1,766 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,742 1,766 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年12月１日 

 至 平成27年８月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年８月31日) 

四半期純利益 1,742 1,766 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 348 △487 

繰延ヘッジ損益 △47 △7 

為替換算調整勘定 △36 △447 

退職給付に係る調整額 46 88 

その他の包括利益合計 310 △854 

四半期包括利益 2,053 912 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,053 912 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期

純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影

響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改

正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１

日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.33％から平成

28年12月１日に開始する連結会計年度及び平成29年12月１日に開始する連結会計年度に解消が見

込まれる一時差異については30.86％に、平成30年12月１日に開始する連結会計年度以降に解消が

見込まれる一時差異については、30.62％になります。 

この税率変更により繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が９百万円減

少し、法人税等調整額が23百万円、その他有価証券評価差額金が37百万円それぞれ増加し、退職

給付に係る調整累計額が６百万円減少しております。 

 

（表示方法の変更） 

（四半期連結損益計算書） 

当社は、たな卸資産の一部についてその廃棄損を営業外費用に計上しておりましたが、基幹シ

ステムの変更により原価解析をより精緻に行うことができるようになったことを契機に検討を行

った結果、原価性が高まっていることが明らかになったため、第１四半期連結会計期間より売上

原価として計上する方法に変更することといたしました。 

この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組

替えを行っております。 

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外費用」の「た

な卸資産廃棄損」に表示していた91百万円は、売上原価として組み替えております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）

は次のとおりであります。 

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年12月１日
至 平成27年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年12月１日
至 平成28年８月31日）

減価償却費 1,045百万円 1,056百万円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年12月１日 至 平成27年８月31日） 

１ 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月26日

定時株主総会
普通株式 110 4 平成26年11月30日 平成27年２月27日 利益剰余金

平成27年７月10日

取締役会
普通株式 110 4 平成27年５月31日 平成27年８月11日 利益剰余金

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年12月１日 至 平成28年８月31日） 

１ 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月26日

定時株主総会
普通株式 138 5 平成27年11月30日 平成28年２月29日 利益剰余金

平成28年７月11日

取締役会
普通株式 124 4.5 平成28年５月31日 平成28年８月８日 利益剰余金

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

   Ⅰ．前第３四半期連結累計期間（自 平成26年12月１日 至 平成27年８月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 調整額 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注２） 
  農薬事業 

ファインケ
ミカル事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 23,500 10,432 33,932 27 33,959 － 33,959 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － 263 263 △263 － 

計 23,500 10,432 33,932 290 34,222 △263 33,959 

セグメント利益 1,184 1,368 2,552 14 2,566 － 2,566 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３．当社は、たな卸資産の一部についてその廃棄損を営業外費用に計上しておりましたが、基幹システムの変更

により原価解析をより精緻に行うことができるようになったことを契機に検討を行った結果、原価性が高ま

っていることが明らかになったため、第１四半期連結会計期間より売上原価として計上する方法に変更する

ことといたしました。 

この表示方法の変更を反映させるため、農薬事業のセグメント利益の組替えを行っております。この変更に

より、従来の方法に比べて、農薬事業のセグメント利益は91百万円減少しております。 

 

 

    Ⅱ．当第３四半期連結累計期間（自 平成27年12月１日 至 平成28年８月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 調整額 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注２） 
  農薬事業 

ファインケ
ミカル事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 24,350 8,955 33,305 19 33,324 － 33,324 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － 179 179 △179 － 

計 24,350 8,955 33,305 198 33,502 △179 33,324 

セグメント利益 1,394 1,437 2,831 3 2,834 － 2,834 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年12月１日
至 平成27年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年12月１日
至 平成28年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 63円21銭 64円07銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 1,742 1,766

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額（百万円）
1,742 1,766

普通株式の期中平均株式数（株） 27,565,689 27,559,037

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

 平成28年７月11日開催の取締役会において、第67期の中間配当を平成28年５月31日の最終の株主

名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり行うことを決議いたし

ました。 

① 配当金の総額                   124百万円 

② １株当たりの金額                   4.5円 

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日  平成28年８月８日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年１月13日

北興化学工業株式会社 

取締役会 御中 

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 昌弘  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  椎野 泰輔  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北興化学工業株

式会社の平成27年12月１日から平成28年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年６月１日から

平成28年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年12月１日から平成28年８月31日まで)に係る訂正後の四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北興化学工業株式会社及び連結子会社の平成28年８月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

その他の事項 

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年10月４日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

２．会社の平成27年11月30日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

に係る訂正後の四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の訂正後の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によ

って四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成29年１月13

日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して平成29年１月13日付けで無限定適正意見

を表明している。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

※訂正　



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年１月13日

【会社名】 北興化学工業株式会社

【英訳名】 HOKKO CHEMICAL INDUSTRY CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中島 喜勝

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本町一丁目５番４号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 中島喜勝は、当社の第67期第３四半期（自 平成28年６月１日 至 平成

28年８月31日）の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載さ

れていることを確認いたしました。 

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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